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技術革新（AI等）が進展する中での
労使コミュニケーションに関する検討会(第４回)

「AIなどデジタル技術の導入と
労使コミュニケーションに関する調査」
結果概要

Ⅰ はじめに
Ⅱ 主たる事実発見
Ⅲ むすびにかえて

労働政策研究・研修機構
中村良二

速報値



Ⅰ はじめに

○AIなど、デジタル技術を職場に導入にあたって、企業は従業員と

どのような協議やコミュニケーションをしているのか、また、

そうしたコミュニケーションの有無や方法が導入効果に影響が

あったのかを把握することを目的として実施した。

【調査概要】

• 期間：2020年3月9日～4月17日

• 対象：全国30人以上規模の事業所

• 配布数：20,000票

• 不達票数：165票

• 回収数・率：3,670票、18.5％
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速報値



Ⅱ 主たる事実発見
１ 所属企業・事業所の属性と日常的なコミュニケーション

①所属企業全体の規模 ②業種
；100～299人で４割弱 ；製造業が約1/3。卸小売業、運輸業、建設業、医療、福祉が1割ほど。
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4.9

13.9

28.7

37.9

10.8

3.3

0.5

- 10.0 20.0 30.0 40.0

5,000人以上

1,000～4,999人

300～999人

100～299人

50～99人

30～49人

無回答

0.3 - 0.1

9.6

33.4

0.6

2.9

11.0

13.3

1.9
0.7

2.1 1.7 1.6 1.8

8.8

1.2

6.8

0.1
1.0 1.2

-

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

速報値



③創業年 ④事業所の従業員数
；平均は1956年 ；100～299人で3割超。

平均は全体251人、正社員134人、派遣13人
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4.7

2.0

3.7

5.0

5.5

12.2

16.9

15.7

11.4

7.2

5.2

4.2

2.7

3.7

- 5.0 10.0 15.0 20.0

1899年以前

1900～1909年

1910～1919年

1920～1929年

1930～1939年

1940～1949年

1950～1959年

1960～1969年

1970～1979年

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

2010～2020年

無回答

0.1
0.9 1.3

3.3

9.7
8.6

26.6

31.9

12.0

5.8

0.4

4.8

8.6
9.7

10.5

9.0

25.1

22.7

6.1

3.0

1.0

24.5

17.0

12.6

9.3

6.4

13.1

9.6

3.4 3.0

-

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

０人 １～９人 10～19人 20～29人 30～39人 40～49人 50～99人 100～299人 300人以上 無回答

全 体 男性 女性

速報値



⑤労働組合の有無、ユニオンショップ協定の締結 ⑥労使協議のための手段
労働組合：「あり」40.2％、「なし」59.3％。 ；社内報・掲示板、常設ではない会合、
ユニオンショップ協定を締結：66.3％、 相談窓口
していないが30.7％。
正社員以外の加入者：「加入している」（26.2％）、
「加入資格はあるが、加入していない」（5.2％）
「加入資格がない」が53.2％。

4

加入してい

る, 26.2

加入資格は

あるが加入

していない, 

5.2

加入資格が

ない, 53.2

把握してい

ない, 11.9

無回答, 3.6

67.1

44.2

41.3

34.7

32.2

30.9

13.3

12.2

5.1

1.6

- 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

社内報や社内掲示板などでの情報提供

懇談会・説明会などの常設ではない会合

相談窓口やその他の苦情処理機関

従業員へのアンケート調査

労使協議機関での協議

労働組合との団体交渉

社内ＳＮＳなどのコミュニケーションツール

取組を行うための専門組織の編成

その他

無回答

速報値



⑦協議事項 ⑧協議結果の反映
；基本的には、労働条件や職場環境に ；労働条件、職場環境の改善
関わること 経営や人事制度につながるものは少ない
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71.7

66.0

50.8

47.1

41.6

39.7

24.6

19.5

14.8

2.2

1.9

- 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

労働時間・休日・休暇

安全衛生

福利厚生

賃金・退職給付

生産性向上

教育訓練

人事

経営

正社員以外の従業員

その他

無回答

89.2

42.1

37.2

33.4

24.3

13.2

2.9

2.8

- 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

労働条件・職場環境の改善

雇用の維持や配置・職種転換

ハラスメント防止への影響

教育訓練制度の見直し

人事評価の見直し

経営方針の見直し

その他

無回答

速報値



２ 新しいデジタル技術の導入
①導入の有無とその内容
；過去５年間に新しいデジタル技術を導入した事業所は1264事業所・33.4％、
導入していない事業所が64.4％。
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• 最も多かったのは「クラウド」（61.7％）、そ
して、「RPA」（22.2％）、「ロボット」
（17.3％）続く。

• 属性別にみると、

1. 「クラウド」：金融・保険、卸小売り、製造業

などが相対的に低い（5割前後）

2.「RPA」：不動産業、情報通信業で、5割ほど。

3.「ロボット」：製造業、医療・福祉で、3割程度。

4.「AI」：卸小売り、宿泊業で、3割程度。

5.「3Dプリンター」：製造業、生活関連サービス業
で、2割ほど。

【巻末に参考資料添付】

61.7

22.2

17.3

13.1

10.9

10.6

29.0

7.1

0.4

- 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

クラウド

ＲＰＡ

ロボット

ＡＩ（機械学習を含む）

ＩｏＴ、ビッグデータ

３Ｄプリンター

上記以外のＩＣＴ技術

その他

無回答

速報値



②ねらいと効果
；定型的な業務の効率化・生産性の向上、人件費、オフィスコストの削減がねらい。
効果に関しては、5000人以上、2000年以降創業で、「自社の製品・サービスの競争力の強化」、「顧

客満足度の向上」での効果を上げている。

技術導入のねらいと効果・合計 5000人以上規模、創業2000年以降の「効果」
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81.6

33.2

26.9

22.7

21.5

21.3

19.2

12.5

9.3

7.1

5.1

9.3

4.1

64.0

21.6

18.3

14.5

14.3

11.4

13.5

6.4

5.2

3.7

2.7

7.6

19.9

- 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0

定型的業務の効率・生産性の向上

人件費の削減

オフィスコストの削減

非定型的、創造的業務の効率・生産性の向上

自社の製品・サービスの競争力の強化

従業員のゆとりと健康的な生活の確保

顧客満足度の向上

現在のビジネスモデルの変革

現在の企業マインドの変革

優秀な人材の育成と確保

これまでとは異なる新規事業分野への進出

その他

無回答

ねらい 効果

64.0

21.6

18.4

14.5

14.3

13.5

11.4

6.4

5.2

3.7

2.7

7.4

78.4

50.5

6.2

10.3

53.6

48.5

8.3

5.2

4.1

3.1

2.1

44.3

80.2

55.2

12.1

11.2

43.1

45.7

12.9

5.2

3.5

2.6

0.9

37.9

- 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0

定型的業務の効率・生産性の向上

人件費の削減

オフィスコストの削減

非定型的、創造的業務の効率・生産性の向上

自社の製品・サービスの競争力の強化

顧客満足度の向上

従業員のゆとりと健康的な生活の確保

現在のビジネスモデルの変革

現在の企業マインドの変革

優秀な人材の育成と確保

これまでとは異なる新規事業分野への進出

その他

合計(1264) 従業員規模・5,000人以上(97) 2000年以降(116)

速報値



③導入の際の協議の有無、タイミング
；協議を過半数は「実施していない」。
業種別には、「生活関連サービス業」、「医療、福祉」で、導入前協議が多い。
規模別には、「5,000人以上」を除くと、規模が小さいほど、導入前協議比率が高い。

協議の有無とタイミング

8

39.1

61.9

27.8

33.9

40.4

45.3

53.6

42.5

36.1

33.5

35.3

40.0

63.8

36.9

40.7

38.4

38.0

12.4

9.3

11.1

11.9

14.4

9.4

14.3

13.8

11.3

14.8

13.8

7.9

7.8

13.3

11.9

11.5

12.3

51.3

27.8

65.0

57.4

47.6

50.9

32.1

50.6

55.6

54.6

53.1

53.9

28.5

51.9

50.7

50.1

49.8

- 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 120.0

計（1264)

企業規模・5,000人以上(97)

1,000～4,999人(180)

300～999人(378)

100～299人(473)

50～99人(106)

30～49人(28)

創業年・1919年まで(160)

1920～1939年(133)

1940～1959年(337)

1960～1979年(326)

1980～1999年(165)

2000年以降(116)

労働組合・ある(520)

ない(739)

労使協議機関・ある(461)

ない(830)

導入前に行った 導入後に行った 行っていない 無回答

39.1

50.0

50.0

46.8

35.2

42.9

26.2

29.0

44.3

28.0

10.0

36.4

31.6

63.6

22.7

59.8

30.0

34.2

50.0

35.2

41.0

12.4 51.3

50.0

-

41.8

54.1

57.1

63.1

57.9

46.6

64.0

80.0

57.6

63.2

36.4

68.2

36.3

50.0

56.6

50.0

54.1

50.0

- 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 120.0

計（1264)

農業、林業(4)

鉱業、採石業、砂利採取業(2)

建設業(158)

製造業(438)

電気・ガス・熱供給・水道業(7)

情報通信業(65)

運輸業、郵便業(76)

卸売業、小売業(176)

金融業、保険業(25)

不動産業、物品賃貸業(10)

学術研究、専門・技術サービス業(33)

宿泊業、飲食サービス業(19)

生活関連サービス業、娯楽業(11)

教育、学習支援業(22)

医療、福祉(102)

複合サービス事業(10)

その他サービス業(76)

その他(12)

製造業(438)

非製造業(808)

導入前に行った 導入後に行った 行っていない 無回答

速報値



④導入に際して、協議した時期、従業員側の姿勢
；「事前」では、「6ヶ月前」が3割。「３ヶ月前」までの合計も、ほぼ3割。一方、半年以上前の合計が
約半数。
組合や従業員側の姿勢は、「おおむね積極的」がほぼ半数。
導入の決定の「前に協議」が44.4％、「後に協議」が26.2％。

事前に協議した時期 組合や従業員側の姿勢
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7.5

3.9

17.6

0.6

-

31.0

1.0

0.8

1.0

1.0

0.2

11.9

2.2

21.3

- 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0

１か月前

２か月前

３か月前

４か月前

５か月前

６か月前

７か月前

８か月前

９か月前

10か月前

11か月前

12か月前

13か月超

無回答

積極的に対応を求

めてきた, 28.7

やや積極的, 21.5

どちらでもない, 

42.7

やや消極的, 2.0

対応には消極的

だった, 2.5
無回答, 2.5

速報値



⑤導入前に従業員と協議した方法

導入前に従業員と協議した方法（製造、非製造業）

10

• 「説明会の実施」（50.2％）、最多、過半
数。「幹部による説明や意見交換の場の設
定」（34.6％）、「日常的な業務上の中での
説明」（32.8％）、「社内報や社内掲示板で
の情報提供」（29.8％）がほぼ3割で続く。

• 説明会、日常的な会話の中での説明が基本と
なっている。

• 「取り組みを行うための専門組織の編成」
（24.1％）と、全体の1/4の水準にある。

• 従業員5000人以上規模企業で、説明会、組
合、協議機関比率がかなり高い。

• 製造で、「日常的な業務上の会話の中」が過
半数である一方で、非製造では、「説明会」
が過半数。

39.0

32.5

52.0

31.8

28.6

7.8

2.0

5.8

6.5

5.8

4.6

3.3

7.1

55.3

36.3

24.8

29.3

22.4

14.5

12.4

10.0

7.9

5.4

1.8

3.9

6.3

- 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

従業員への説明会の実施

幹部による方針説明や意見交換の場の設定

日常的な業務上の会話の中での説明

社内報や社内掲示板、電子メールなどでの情報…

その取組を行うための専門組織の編成

労使協議機関での協議

労働組合との団体交渉

デジタル技術活用ツールでの情報提供や意見集約

従業員へのアンケート調査

社内提案制度の実施・活用

相談窓口やその他の苦情処理機関での相談の受付

その他

無回答

製造業(154) 非製造業(331)

速報値



⑥導入前に協議した事項、当初方針からの見直しとの関係
；運用方法や業務の進め方を中心に、組織編成、人事制度と内容は多岐にわたる。
運用方法や業務内容、労働条件に関わる事柄はどちらかといえば、見直すことが容易、もしくは、
見直すべき事柄か。一方で、組織編成や人事制度といった組織の根幹に関わる事柄では、見直しには
至っていない。「導入後」の場合でも、ほぼまったく同じ結果。

導入前に協議した事項 協議と当初方針からの見直しとの関係性

11

64.9
61.6

49.5

38.6

16.2 15.5
11.5 9.8

6.2 5.5 4.6

29.2
33.0

40.6

54.6

66.2

73.3

79.6 79.1 79.6 81.1

49.5

5.7 5.4
9.9

6.6

17.3

11.2
9.0

11.2
14.2 13.5

44.0

-

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

見直しにつながった 特段見直しは生じなかった わからない 無回答

83.4

82.4

74.9

65.8

56.5

56.3

56.1

56.1

55.7

55.5

22.1

7.1

- 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0

取組の導入方針・範囲・スケジュール

運用方法・作業環境の変更

業務内容の見直し

勤務時間や働き方の見直し

組織編成の見直し

生産性が向上した分の従業員への還元

配置転換・職種転換

教育訓練制度の見直し

人事制度（職種等）の見直し

人事評価制度の見直し

その他

無回答

速報値



⑦協議による効果
；「効果あり」が９割と、大多数。導入の前後、導入決定の前後、いずれの場合でも、傾向は同じ。
「現場の意見が反映された、従業員の理解・納得感を得られた」ことにより、「効果的な実施、計画

どおりの導入・運用、円滑な実施」につながった、という回答になっている。

協議による効果の有無 協議による効果の内容
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90.6

92.5

86.0

93.2

89.7

5.7

4.3

9.6

3.8

7.1

- 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

合計(595)

導入前に協議した(494)

導入後に協議した(157)

導入決定前に協議した(264)

導入決定後で協議した(158)

効果があった 効果はなかった

57.2

47.4

53.8

35.8

27.8

16.2

4.1

2.3

-

46.5

48.7

43.4

27.5

24.9

11.8

4.2

2.5

0.6

- 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

現場の意見が反映され、効果的な実施につながった

従業員の理解を得て、導入・運用が計画通り進んだ

従業員の納得感が高まり、円滑な実施につながった

現場の意見を反映して、無駄のない導入・運用につな

がった

現場の意見を反映して、導入の効果が大きくなった

従業員の能力開発の推進につながった

従業員に求める人材像の明確化につながった

その他の効果があった

無回答

製造業(173) 非製造業(357)

速報値



⑧協議により生じた課題
；「課題が生じた」が26.6％、「課題が生じなかった」は68.2％。
課題の内容は「時間がかかり遅れた」、「予定よりコスト高となった」が多数。
「調整に時間がかかる」との回答は、企業規模が大きいほど、製造、非製造では後者のほうが多い。

協議により生じた課題
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61.4

29.1

7.0

7.0

12.0

- 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

調整に時間がかかり、導入・運用の計

画が遅れた

従業員の意見で、予定よりコスト高の

ものを導入した

現場の意見が反映されない不満から、

円滑な実施とならなかった

現場の意見を反映したことにより、当

初計画していた効果が現れなかった

その他の課題が生じた

61.4

75.0

70.0

60.0

58.4

50.0

100.0

56.0

64.8

29.1

25.0

15.0

27.5

36.4

25.0

-

38.0

23.8

- 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

合計(158)

5,000人以上(4)

1,000～4,999人(20)

300～999人(40)

100～299人(77)

50～99人(12)

30～49人(5)

製造業(50)

非製造業(105)

調整に時間がかかり、導入・運用の計画が遅れた

従業員の意見で、予定よりコスト高のものを導入した

速報値



⑨協議を行わなかった理由と課題
；「経営判断であるため、必要がなかった」（50.9％）が過半数。「特に大きな決断ではなかった」（25.0％）、
「本社や親会社の方針であったから」（24.0％）、「現場の裁量で導入したから」（21.3％）が続く。
製造、非製造では、「特に大きな決断ではない」は非製造が高く、「現場の裁量」では製造業が高い。
協議を行わないために生じた課題では、「特に課題を感じていない」が78.6％となっていた。
課題として最も多かったのが「従業員から不満の声があった」だが、4.6％に留まっている。

協議を行わなかった理由
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50.9

25.0

24.0

21.3

7.2

7.1

0.2

8.0

2.3

- 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

経営判断であるため必要がなかったから

特に大きな決断ではなかったから

本社や親会社、グループ会社の方針であっ

たから

現場の裁量で導入したから

短期間での決断が必要であったから

そのような慣行がなかったから

誰と協議などを行えばよいかわからなかっ

たから

その他

わからない

50.9 51.5 50.5

25.1

21.1

27.5

24.0

26.6

22.5
21.3

28.7

17.1

-

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

合計(649) 製造業(237) 非製造業(404)

経営判断であるため必要がなかったから 特に大きな決断ではなかったから

本社や親会社などの方針であったから 現場の裁量で導入したから

速報値



⑩成果の把握・「見える化」
；把握や「見える化」の実施については、「行っている」（37.4％）、「行っていない」（59.3％）で、
後者のほうが多い。規模別には、大企業ほど行っている比率が高い。

把握、「見える化」の内容

15

• 行っている内容としては、「労働生産性に
関する定性的な成果の把握」（37.4％）が
4割弱でもっとも多い。そして、「労働生
産性に関する成果の目標や目安となる数値
を定める」（29.2％）、「労働生産性に関
する定量的な指標を設定」（22.1％）が続
いている。

• 製造、非製造でみると、前者では「目標
となる数値」が高く、後者では「定性的な
成果の把握」が高い。

37.4

21.7

46.7

29.2

44.4

19.7
21.1

26.7

17.9

15.0

12.8

16.8

-

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

合計(473) 製造業(180) 非製造業(285)

労働生産性に関する定性的な成果の把握 労働生産性に関する成果の目標となる数値を定める

労働生産性に関する定量的な指標を設定 労働生産性以外の指標を設定して、成果を把握

速報値



⑪「見える化」による効果
；効果としては、「業務の効率化・省力化」（79.7％）、「労働時間の削減」（53.5％）が上位となる一方、
「従業員の負担の軽減」（26.6％）、「顧客満足度の向上」（26.4％）などは、相対的に低くなっている。
製造、非製造で傾向は似ているが、前者が「労働力不足解消」を挙げる一方で、後者では「顧客満足度の向

上」を挙げている。この点では、2000年以降創業企業でも高い。

「見える化」による効果
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83.3

51.1

29.4

18.9

28.3

14.4

8.9

6.1

2.8

77.2

54.4

25.6

29.8

15.1

16.5

9.5

4.6

2.8

- 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0

業務の効率化・省力化

労働時間の削減

従業員の身体的・精神的負担の軽減

より質の高い商品などで顧客満足度の向上

労働力不足の改善

従業員満足度の向上

新たな商品など新たな付加価値の創出

従業員の定着率の向上（離職率の減少）

その他

製造業(180) 非製造業(285)

80.0

45.5

23.6

20.0

23.6

18.2

9.1

5.5

5.5

90.7

76.0

21.3

62.7

8.0

10.7

8.0

4.0

1.3

- 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0100.0

業務の効率化・省力化

労働時間の削減

従業員の身体的・精神的負担の軽減

より質の高い商品などで顧客満足度の向上

労働力不足の改善

従業員満足度の向上

新たな商品など新たな付加価値の創出

従業員の定着率の向上（離職率の減少）

その他

創業年・1919年まで(55) 2000年以降(75)

速報値



⑫取り組み成果に関する労使の情報共有と活用
；「概ね全ての従業員と共有」（37.4％）､「限定された従業員のみと共有」（34.3％）の2つが3割を超えている。
前者は規模が大きい、非製造、創業年が新しい企業ほど多い。
情報共有し、活用しているかは、「組合との協議などで活用している」（44.3％）が最も多いが、「共有するの

みにとどめている」（37.8％）との差は小さい。企業規模、事業所規模により、回答傾向が異なる。

情報共有の範囲 活用方法
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37.4

82.4

37.2

30.8

27.3

21.7

22.2

30.6

41.1

23.6

69.3

34.3

8.8

34.6

39.1

39.1

39.1

44.4

40.6

30.9

52.7

17.3

- 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0

合計(473)

企業規模・5,000人以上(68)

1,000～4,999人(78)

300～999人(133)

100～299人(161)

50～99人(23)

30～49人(9)

製造業(180)

非製造業(285)

創業年・1919年まで(55)

2000年以降(75)

概ね全ての従業員と共有している 限定された従業員のみと共有している

44.3

85.5

41.1

33.3

36.5

21.4

-

32.7

43.2

54.0

40.4

77.8

39.8

46.3

37.8

6.5

35.7

47.3

43.9

64.3

66.7

32.7

39.4

36.8

40.4

22.2

41.4

36.6

- 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0

合計(339)

従業員規模・5,000人以上(62)

1,000～4,999人(56)

300～999人(93)

100～299人(107)

50～99人(14)

30～49人(6)

事業所規模・300人以上(49)

100～299人(132)

50～99人(87)

30～49人(47)

29人以下(9)

製造業(128)

非製造業(205)

労働組合との協議などで活用している 共有するのみにとどめている

速報値



⑬取り組みを効果的に行うための対応

取り組みを効果的に行うための対応

18

• 取り組みを効果的に行うための対応策に、積極
的に取り組んでいるとは思われない。

• もっとも高かった「業務プロセスの見直し」で
も、17.6％に留まっている。「導入のためのプ
ロジェクトチームを作る」、「教育訓練、研修
を充実」までが１割超の水準となっている。

• 「無回答」が約6割にのぼる。

17.6

12.2

10.6

9.3

5.0

4.3

2.4

2.1

1.4

1.3

0.8

0.7

5.0

5.0

59.7

- 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

業務プロセスの見直し

導入のためのプロジェクトチーム

教育訓練、研修を充実

作業環境の見直し

配置転換や職種転換

組織の再編

生産性向上分を従業員に還元

専門的な能力のある人材の採用

専門能力に関わらず、人員確保のため採用

人事評価制度を抜本的に改革

人員過剰のため、採用を抑制

その他

対応を検討中である

特に何も対応していない

無回答

速報値



⑭今後、デジタル技術を活用した取り組みを行う予定、従業員との協議予定
；今後、取り組み予定については、「予定がある」が3割、「予定はない」が1割超、「わからない」が過半数。
企業規模、事業所規模が大きいほど、「予定あり」比率が高い。
行う予定がある場合には、従業員との協議に関して肯定的な回答が6割を超えた（「実施する予定」35.6％+
「どちらかといえば実施する予定」（60.8％））。否定的な回答は、2割ほどとなっている。

今後デジタル技術を活用した取り組みを行う予定 その際の従業員との協議予定

19

30.0

43.7

32.8

29.9

30.6

23.4

15.0

40.9

35.0

25.7

21.3

25.4

12.6

3.9

8.6

9.9

14.2

19.4

25.0

6.8

11.7

15.1

14.2

11.9

56.6

51.4

58.4

59.6

54.2

56.5

59.2

52.1

52.2

58.8

63.9

62.7

- 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

合計(3670)

従業員規模・5,000人以上(181)

1,000～4,999人(510)

300～999人(1052)

100～299人(1390)

50～99人(398)

30～49人(120)

事業所規模・300人以上(443)

100～299人(1186)

50～99人(981)

30～49人(670)

29人以下(177)

行う予定がある 行う予定はない わからない 無回答

35.6

67.1

29.3

30.6

34.1

39.8

44.4

30.8

11.4

29.9

29.3

36.0

28.0

44.4

13.5

5.1

16.8

17.8

11.5

10.8

5.6

7.6

5.1

6.6

7.0

8.9

9.7

-

12.1

8.9

17.4

15.0

8.9

11.8

5.6

- 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

合計(1100)

従業員規模・5,000人以上(79)

1,000～4,999人(167)

300～999人(314)

100～299人(425)

50～99人(93)

30～49人(18)

実施する予定 どちらかといえば実施予定

どちらかといえば実施予定なし 実施する予定はない

わからない 無回答

速報値



Ⅲ むすびにかえて
【明らかになったこと】

１ 全体としてみれば、新しいデジタル技術を導入する目的は、「定型的な業務の効率化、生産性の向上」

にあった。

２ そのため、導入の「効果」も、そうした点に着目している。

３ 新技術導入に際して、従業員側との協議が必須だとは考えていない。

過半数は事前協議を「行っていない」。

４ それは、基本的には、新技術導入が「経営判断であり、必要がなかった」から。

５ 協議した場合でも、その後のプロセスをみれば、協議のタイミングはあまり大きな問題ではない。

６ それでも、さまざまな面で、企業規模、事業所規模、業種、創業年による差異が見られる。

それらをさらに検討していく必要がある。

【まとめと今後の課題】

結果は、ある意味、一貫しているように思われる。現段階で導入されている新技術は概ね、企業内を

一変させるためのものではなく、効率化を目指すことが目的となっていた。効果も、そうした範囲内で

検討されている。あくまでも、経営判断の範疇であるため、従業員との協議は、必ずしも必要・重要

ではないと考えている企業が多いことが示された。

ただし、技術の「内容・種類」によっては、状況は相当異なっていると思われる。今後、さらに検討する

際には、その技術が汎用・一般的であるのか、特殊な技術であるのか、企業全体にとってどの程度の重要性が

あるのかなどをふまえつつ考えていく必要がある。
20

速報値



【参考】新しいデジタル技術の導入

・企業規模別 ・クラウド・業種別
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61.7

42.3

55.6

63.8 63.4

78.3

50.0

22.2 20.6

39.4

26.5

14.4 13.2

25.0

13.1

59.8

18.3

8.5 7.8
3.8 3.6

-

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

クラウド ＲＰＡ ロボット

ＡＩ（機械学習を含む） ＩｏＴ、ビッグデータ ３Ｄプリンター

上記以外のＩＣＴ技術 その他 無回答

61.7
100.0

86.4

84.2

81.5

78.8

75.0

71.4

71.1

70.0

69.0

63.6

57.8

55.0

52.3

48.0

30.0

25.0

50.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

計(1264)

鉱業、採石業、砂利採取業(2)

教育、学習支援業(22)

宿泊業、飲食サービス業(18)

情報通信業(65)

学術研究、専門・技術サービス業(33)

その他サービス業(76)

電気・ガス・熱供給・水道業(7)

運輸業、郵便業(76)

不動産業、物品賃貸業(10)

建設業(158)

生活関連サービス業、娯楽業(11)

医療、福祉(102)

製造業(438)

卸売業、小売業(176)

金融業、保険業(25)

複合サービス事業(10)

農業、林業(4)

その他(12)

速報値



〇業種別

・RPA、ロボット、AI ・IoT、ビッグデータ、３Dプリンター
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22.2

-

50.0

14.6

21.9

42.9

46.2

23.7

22.2

36.0

50.0

27.3

26.3

18.2

4.6

8.8

20.0

26.3

50.0

17.3

25.0

-

7.0

34.5

-

4.6

6.6

2.8

8.0

-

3.0

5.3

9.1

-

24.5

-

7.9

25.0

13.1

25.0

-

8.2

10.3

14.3

18.5

6.6

30.1

20.0

20.0

9.1

26.3

9.1

4.6

2.9

10.0

13.2

-

0 10 20 30 40 50 60 70 80

計(1264)

農業、林業(4)

鉱業、採石業、砂利採取業(2)

建設業(158)

製造業(438)

電気・ガス・熱供給・水道業(7)

情報通信業(65)

運輸業、郵便業(76)

卸売業、小売業(176)

金融業、保険業(25)

不動産業、物品賃貸業(10)

学術研究、専門・技術サービス業(33)

宿泊業、飲食サービス業(18)

生活関連サービス業、娯楽業(11)

教育、学習支援業(22)

医療、福祉(102)

複合サービス事業(10)

その他サービス業(76)

その他(12)

ＲＰＡ ロボット ＡＩ（機械学習を含む）

10.9

25.0

50.0

10.8

16.9

14.3

9.2

9.2

2.3

12.0

20.0

3.0

15.8

18.2

13.6

6.9

-

4.0

10.6

-

-

5.1

22.8

-

-

1.3

1.7

4.0

-

15.2

-

18.2

9.1

1.0

-

7.9

- 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

計(1264)

農業、林業(4)

鉱業、採石業、砂利採取業(2)

建設業(158)

製造業(438)

電気・ガス・熱供給・水道業(7)

情報通信業(65)

運輸業、郵便業(76)

卸売業、小売業(176)

金融業、保険業(25)

不動産業、物品賃貸業(10)

学術研究、専門・技術サービス業(33)

宿泊業、飲食サービス業(18)

生活関連サービス業、娯楽業(11)

教育、学習支援業(22)

医療、福祉(102)

複合サービス事業(10)

その他サービス業(76)

IoT、ビッグデータ ３Ｄプリンター

速報値



・「その他のICT技術」・業種別
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29.0
100.0

52.0

51.3

50.0

42.9

40.9

40.0

39.4

31.4

30.0

29.2

29.0

27.3

24.2

19.7

17.1

15.8

25.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

計(1264)

鉱業、採石業、砂利採取業(2)

金融業、保険業(25)

建設業(158)

農業、林業(4)

電気・ガス・熱供給・水道業(7)

教育、学習支援業(22)

不動産業、物品賃貸業(10)

学術研究、専門・技術サービス業(33)

医療、福祉(102)

複合サービス事業(10)

情報通信業(65)

その他サービス業(76)

生活関連サービス業、娯楽業(11)

製造業(438)

運輸業、郵便業(76)

卸売業、小売業(176)

宿泊業、飲食サービス業(18)

その他(12)

速報値


